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5．おわりに

１．はじめに

第２次世界大戦後のアメリカにおける管理会計体系論は，経営管理の基本

的職能に企業会計がいかなる貢献をなしうるかという機能主義的な観点から，

管理会計の枠組みの柵成を企図する議論を展開してきた。このような論理柵

造によれば，まず第一に経営管理の基本的職能の分析が優先されるべき課題
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るが，自律している。そして実際の経営管理的状DIAのもとでは，最高の達成

可能水準をあらわすものと考えられている。その意味で，標準は常時変化す

るものとみなされる。手続標準は，各種の業務手続や会計手続を含んでいて，

'１１央で権限をもつ管理背のもとに運営すること，および書式化しそれを関係

者に配布することによって効果を発揮するものとなる。財務標準は，基本的

には資本の利用能率（cHiciency）を示すものである。資本利益率，流動比率

および各種の回転率などの比率によって表わされる財務指標がこれを代表す

る。これらの指標は，貸借対照表，損益計算瞥およびそれらの補完的な報告

杏に雄づいて算定されるが，資本の利用能率を判断するための標準として貢

献するかぎりにおいて財務標準たりうるのである。財務標準は，すべての管

E１１活動を統制することをIＩ的に利用されるが，十分な条件を満たしていない。

そこで業務標準が必要:硯されることになる。両春の迎いは以下のようになる。

財務標準は，貸借対照表と損維計算書をベースにおいて算出されるため，そ

れは期間的な指標である。これにたいして，業務標準はＨ常的な業務活動を

ベースとする業績標準をあらわしているので，｜｣fiir的に標準対実績の比較を

提示する。また，財務標準は，経営活動に関する一定のまとまりのある集合

を示すのにたいし，業術標準は，個別の総営活動，あるいは個人別の費用や

光上高といった項目を水す。業務標準は，この点において個人を対象に統制

するための指標にもなりうるだけでなく，統制の視点から物量的尺度によっ

て表示されることもある。後者の測度によって示される業務標準が経営組織

全体を同質的に統制するための手段になりえないことはいうまでもないc

Mckinseyは，業務標準のタイプとしての企業予算に言及している。企業

ｆ算の機能に関して，「企業-ｆ算は，経･常の業務を統制するための標準とし

て貢献するだけでなく，各部門の諸活動を調整する手段としても貢献する'5W_，

と述べている。この見解は，企業予算が業務の観点と結びつくだけでなく，

什部''１間の調整活動を支える調整機能を提供する，ということを含意する。

また，経営組織の中央には，各部門の諸絲営活動のliiL横りを企業全体の調合

的なプログラムに調和させることが期待されている。それは，各部''１jの)iL枕

りを共通目標の達成に向けて調整させる手続きが存在することを示している。

こうした一連の考察は，共jlnl=|標（commonend）を頂点におく組織的な目
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標調整が，各部門の諸経営活動に関する計数的見積りによって遂行されるこ

とを示唆する｡また，Mckinseyは，予算・実績比較の情報価値に関して，

差異データが当初予算の修正を可能にする点にもふれている。以上のように，

Mckinseyによって説かれる企業予算は業務標準であり各単位組織間を調整

する手段でもある。AGiddensの用語法にしたがっていえば，前者は社会

統合に，後者はシステム統合に対応するであろう('6》。

ところで，Mckinseyが説く標準は，環境によって条件づけられるという

特質を有する点に注目しなければならない。Mckinseyは，標準の必要条件

をあげているので要点を示すことする('７)。①標準はできるかぎり単純である

べきである。②標準はすべての状況に十分に適合する包括的で弾力的なもの

でなければならない。以上の二つは手続標準にあてはまる。③標準は変化し

ている状況に適応可能であり，状況が変化するやいなや変更されなければな

らない。④標準は科学的な調査によって，つまり予想されるすべての状況を

考慮に入れて決定されるべきである。⑤標準は正確さを決定するために絶え

ず検査されるべきである。⑥標準は実績との比較を可能にするような表現法

を採用すべきである。

みられるとおり，そこでの標準は，今日の標準原価計算制度に置き換えて

みると，現実的で当座的な標準に相当するであろう。

さて，ここで財務標準と業務標準との異同性についてもう一度みてみるこ

とにする。財務標準は，財務諸表から導出される財務比率によって主に構成

されているので，内部的には，経営管理者的観点から財務比率の有用性が方

向づけられて一定の意味をもつことになる。そこでは，なによりも財務諸表

が基礎データとして重視されるから，おのずから財務比率は企業内部におけ

る経験的な基本的諸関係を反映した指標とならざるをえない。指標としての

財務標準が過去の価値フローを定期的にフィルターをとおして算出した数値

となるため，そのことをもって将来の資本の運用効率に影響を及ぼす指標と

みなしうるのかについては，問題点が各論者により指摘されるところであ

る('8)。比率分析は経営管理分析として一定の有効性が認められるとはいえ，

比率の経営管理目的への適用にさいしては，比率を構成する２変数における

変化の相関関係を見据えて解釈する必要がある。そのことは，過去の実績を
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踏まえて算出された比率の解釈にとどまらず，それらの比率を将来の経営管

理目的に適用するさいに必要な判断にたいしても同様のことがいえる。

Mckinseyは，もっとも重要な財務比率として，１５項目をあげている。それ

らは，いずれも貸借対照表と損益計算書から相関的に算出されるものばかり

であるが，それらの比率は単に羅列されているだけで，諸比率を統一的な視

点から包括的に体系づける展開は，本書を通じてどこにもみられない(１９)。そ

うであっても，羅列している比率のなかには，当時の状況との関連において，

むしろ経営管理の実態と実質的関連をもつと考えられる比率が含まれている。

Mckinseyは財務標準を論ずろ箇所で，Ｊ､HBIissのＦＹ"α"ciqノα"‘qpemJjllg

Rarjosj〃MJmJg巴ｍｅ"！（1923）を脚注で紹介している。Blissは，その著書に

おいて，ア・プリオリな思考に基づいてデュポン・システムとして知られる

資本利益率を売上高利益率と資本回転率に分解する考え方を比率分析の理論

に導入した最初の論者である(2''１。Mckinseyが提示した各種の比率には，デュ

ポン・システムのいわゆるピラミット体系の裾野の部分にあたる諸勘定科目

をも包括する基本的な段階的関連諸要素が含まれる。このようにみてくると，

そこでの財務標準としての比率群は，財務分析体系を構成する基本的要素の

集合に等しく，その意味でも財務比率分析体系の再生産に方向性を与えるも

のとなり，そのための道具立てを提供しているといえる。

このように，Mckinseyの財務標準は，財務関係比率によって表わされて

いるが，合目的論的に体系化すること，つまり幾多の比率の単なる羅列を避

けるための整合化の試みはみられない。そうであっても，そこでの財務標準

は，企業のIili値循環連動を貨幣(illi値によって統括することを目的として意味

づけされているといわなければならない。そのことは，企業にしばしば過剰

在庫をもたらしてきた問題を解決すると期待された販売と生産の調整それ自

体がMckinSeyの管理会計論のなかでとりあげられていることによって明ら

かである(3'１。販売と生産の調整論はMckinscy以前にはみられなかった理論

現象である。Mckinseyは，購買プログラムと生産プログラムとの調整およ

び販売プログラムと生産プログラムとの調整を市場との関係を踏まえながら

展開している。その計画的調整の目的は利益を増やし，費用を減少させるか

らという視点と結びついているが，企業の全体利益を最大化するという視点
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からの論理的な展開は見出すことができない(22)。財務標準を計数的手段とす

る経営管理分析の目的は，そのような意味での資本管理にある。換言すれば，

そこでは価値フローに関する経営管理の分析が施されながらも，計画と統制

の過程的分析が十分，整合的に行われていないのも事実である。にもかかわ

らず，そこには経営管理分析自体の貢献目的に関して重点の移行もみられ，

その意味で理論的進展がみられる。そのことは，業務標準に関してもいえる。

業務標準は，個別の行為者の活動を点検する作業に貢献するもので財務標

準と区別される。財務標準は，既述のように，集合体の活動の点検に貢献す

るものであるため業務標準と区別されるので，この区別は実質的なものとみ

ることができる。Mckinseyは，このように標準の貢献的機能を区別する視

点を踏まえて，企業予算に具体的な形態を与えている。本書で述べられてい

る企業予算の機能は，日常業務を統制するための標準および部門の諸活動を

調整する手段に直接結びついている。この文脈において，標準としての企業

予算は，業務活動の統制を目的としている。これにたいして，手段としての

企業予算は，各部門の諸活動の調整を目的としていると読み取ることができ

る。一方，各部門の職能が共通目標に向け動員されることによって，各部門

は中央に従属することになるという縦の関係に注目し，「このような調整は…

各部門の業務活動についての見積りをもつことによって促進される(麹)」と述

べている。したがって，直裁にいえば，調整の手段としての企業予算は見積

りに対応するとみることができるので，標準と見積りの照応関係が問題にな

る。Mckinseyは，個人の割増し報酬金制度との関連において，販売見積り

を標準にしている企業が何社か存在することを紹介している⑫い，また，セー

ルスマンに報酬を与える方法は業務標準の例として興味があると述べるとと

もに，セールスマンの報告書を判断するのに標準販売費用率を算出すること

は可能であるとしている(25)。他方，荷造運賃費の標準率が利用できれば，販

売見積りを構成する販売量にそれを適応させることによって荷造運賃費の見

積額を算定できると述べて，いわゆる原価標準について言及している“)。そ

して，「科学的調査に基づく期間的見積りが周到に算出され，これらの見積

りが正確な報告書によって統制されるなら，企業は，徐々に，計画を作成し

成果を判断するのに有用な標準を発展させるであろう(271」とも述べる。材料
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予算に関して，標準原価が材料費，労務費，および製造費用にたいして設定

されるべきなら，材料消費予算は購買予算よりも重要になり，そのような標

準は，効率的な生産管理（productioncontTol）に不可欠であるという信念を

示す(2Ⅱ)。以上にみるように，本書では，見積りから標準への展開を計画から

統制への過程と対称させるかたちで把握していると考えられる。そのような

意味で，限定された管理職能領域における業務標準とりわけそれの１形態と

しての標準原価と結びつく予算の有効性こそが，標準の機能的な必要性をあ

らわしている。

(2)記録の職能

標準は，実績との比較を容易にするようなかたちで決定されなければなら

ない。したがって，標準との関連において記録は重要な意味をもつことにな

る。本書では，記録は計数で表わすものと計数で表わせないものとに２分し

たうえで，計数で表わす記録を会計と統計に区別し，主にそうした記録につ

いて論じている。そして，記録に求められる要件をあげ，結果として記録の

機能を示すにいたっている。当面の議論にとって重要と思われる点だけをと

りあげれば，つぎのようになる。「記録は，正確に判断させるデータを提供

するために十分包括的であるべきである(２，１」と述べるのは，直赦にいえば，

記録が問題解決のために情報を提供するということを指摘したものと考えら

れる。その点にも関連するが，過去期間の成功を評価し，次期の経営活動の

統制を執行するのに貢献する情報を管理者が確保できるように記録は構造化

されるべきである，ともいう(抑)。そのことは，記録が計画・統制の経営管理

活動にたいして貢献的機能をもつことを明らかにしたものといえる。また，

統制勘定および内部牽制システムの禅人は，エラーの防止を促進するので，

そのような目的に向くように設計されるべきであり，同様に各部門の記録が

他部門の記録と相互に関連性をもつようにそして経営組織にたいしては会計

責任（accomtability）の動員を可能にするように記録の設計が企図される。

そうした設計の思考は，標準と記録をセットする職能の集権化だけでなく会

計記録に価値をもたらすような働きをするであろう。たとえば，「会計記録

は，管理者に計jnr可能性を与えるときにのみ経営統制（administrative

－１４－
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control）の価値をもつ3'１」と説かれるとき，それは会計の統制機能と影響力

が会計の計算的行為それ自体と結びついた相互行為の形態のもとで動員され

る可能性があることを示すものであるといえる。このように，Mckinseyの

記録とりわけ会計記録は構造と機能の両面から分析されているものの，そこ

での議論は，手段的側面としての会計行為の役割を強調するにとどまってい

る。

(3)経営管理活動と組織化

Mckinseyは，経営管理の活動を分析するとき権限の委譲と責任の実施，

つまり経営組織の垂直的な権限と責任の関係を重くみる。その結果，下位者

の諸活動の結果を評価するための手段となる標準を設置することの必要を強

調することになる。そのことは，それ以前のインフォーマルな決定からフォー

マルな決定へと移行していくことを象徴的に示す。

一方，MckinSeyは，職能別管理組織の側面に関して独特の観点を提示し

ている。経営管理組織は，本書では，三つの視点から分析されている《:'2)。第

１は，企業組織を法的形態と管理形態とに区別する視点である。この場合，

法的形態は，個人企業（solepropietorship)，組合，および株式会社とに区分

する認識を示しているので，それは所有形態，つまり企業の資本所有関係に

基礎づけられた企業形態の展開を示したものとみることができる。管理組織

図表１組織の管理形態
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は，そうした企業形態の腿開とは切り離したかたちで分析されている。両形

態は実態として歴史的に共に移動する統制形態として把握されねばならない

が，分析の視点からは企業形態の展開を括弧でくくって議論することもでき

る。したがって関心は，管理組織に集中することになり，その結果として組

織の管理形態は，図表１のように示される。その形態は，権限の委譲と責任

の実施をIMIとする管理組織の展開を含む。すなわち，資本所有関係に基礎づ

けられた企業形態の展開の股終局面で現われた所有一経営の分離への移行が，

さまざまな管理機能の展開を引きおこし，なかでも管理活動において用いら

れる統制手段と管理活動の分割に依存する管理職能の展開は，管理組織の枠

組みを樵造化する場合に大きな影響力を及ぼすことができた。職能別管理組

織は，そうした展開のなかで発展したものととらえられる。Mckinseyは，

職能別管理組織の展開を基本的にはそのように理解していた。だが，職能別

に管理活動を分割するときに採用される方法論をめぐる識論には，今から見

れば，MckinSey独自の観点が含まれていたといわなければならない。本書

は，管理者の職務の分類について述べている。そこでは，ワンマン企業

(one-manfirm）から経営組織（busincssorganization）へ発展させるために，

つまり組織を構築するためには管理者の職務の委譲が欠かせないということ

を強調する噸)。そして，職務の委譲には，関連する目的やその他の規準が存

在しなければ散漫なものになるので，管理者職務の分類が前提になければな

らないとされる。そこで，管理者職務の分類の方法として，経営管理過程に

よる方法と諸管理活動を同質的なグループに分属させる方法とが取りあげら

れ，前者の方法は伝統的なものであって近代的な傾向とは対立的であるとし

て，退けられる。これにたいして，同質のグループ別に分類する方法は，管

理についての専門家や専門職が発展する状況に対応できる組織設計の手段で

あり，Mckinseyはむしろこのほうを採用する。本書で提示された職能別管

理組織は，このような思考法によるものである。製造企業をモデルに描いた

組織図が図表２である。

第２の視点は，」二記図にみられる職能別管理組織の管理をラインと職能と

の２面でとらえることにある。そこでの管理者は活動に関して職能的コント

ロールとラインのコントロールをもつというのがその内容であるｃ職能的．
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図表２企業の職能別管理組織

取締役会

経営執行委員会

社長および全般管理者

マーケ

ティング

-ケ

ング
標準と
記録
蝉
紀

幅

Ｈ｜人生産 人事 財務財

(1)所１０．Mckinscy、ル化J"`Jge"ロノlcculｲ"ljP1g,Ｐ､12.

ントロールは，経営活動にたいする計画，方法，あるいは手続きを作りあげ

る武任を意味する。これにたいし，ライン・コントロールの側面は，経営活

動の執行面を監視する責任と関連している。各職能部門の管理者は，その２

側面を同時にもつこともあれば，一方の側面だけしかもたないこともある:`'１)。

第３は，職能別管理者とスタッフ・アシスタントとに区分することにある。

主要な管理者（principalexecutives）はスタッフ・アシスタントを抱えるこ

とがある。この場合のアシスタントは執行権限をもたず，参謀的な機能を果

すだけである。その意味で，権限の委議に伴って生ずる下位管理者としての

管理者的アシスタントとは区別されなければならない。こうした管理者的ア

シスタントのなかでも，標準一記録の職能の長であるコントローラーや人事

管理者などの職能的コントロールを担う管理者を，MckinsCyはスタッフ管
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理者（stafTexecutives）と呼んで，職能別管理者としての位置づけを明確に

示す。

以上のように，本書で論じられている企業組織の管理形態は，主に二つの

特徴をもつ。それらは，現在の時点からみれば，’111題点とみることもできる。

第１番目の特徴は，管理責任者を大きく二つのグループに分けていること

である。そして，所有者側のグループに取締役会と経営執行委員会を含めて

いる。Mckinseyはこれらの組織を株主の直接の代理人と呼んでいるところ

からも理解しうるように，取締役会を所有側に位侭づけている点が特徴的で

ある。現時点からみれば，資本の所有と機能の分離におけるそこに至る過渡

期的性格を備えた管理職能論とみることができる(繩。Mckinseyは，もちろ

ん，経営管理の過程的論理に基づいて管理職能論を展開することには反対す

る立場を鮮明にしていた。管理職能の階屑的分化を軸において展開されたこ

の管理職能論は，所有関係の歴史的な一定状況を反映しているとみることが

できるであろう。政策形成，組織の計画化・編成，および組織の迎営という

経営管理の３屑構造論としての展開は職能別管理組織の形成，とりわけ標準

と記録の職能としてのコントローラーシップの形態規定に影響を与えること

になる。そのことは，管理会計の構造と機能の区別・統合の認識にとどまら

ず，対象規定の認識にも影響を及ぼしている。標準と記録の職能が価値フロー

を直接担う諸職能と同列の位置づけを与えられ，その他の諸職能と相互依存

の有機的な機能関係としてとらえられているのは，階層的視点が反映してい

ることを示すものである。

本稿で取り_上げたMckinseyの主著Ｍｂ"qgerjqノバＣＣＣＥ,"""9,Ｖo１．１（1924）

は，全部で７章からなる｡Ｌ標準と記録の必要と性格，Ⅱ、標準と記録に

よる管理のための組織，Ⅲ、管理報告，１V・販売管理，Ｖ・購買管理，Ⅵ、

迎送管理，Ⅶ、生産管理。第Ⅳ章から第Ⅶ章までは，分化した職能領域での

経営管理活動で生ずる主要問題を摘出し，そうした諸問題を解決するために

必要とみなされる会計データと統計データの分類と手続きに関心がある。そ

れは，いずれも管理会計の実践的課題を予算の計画・統制手続に樅造化する

過程についての考察を含んでいる。
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(4)Mckinsey管理会計論の意義

Mckinseyが取り組んだ管理会計論の課題は，①経営のトップ層が権限を

行使する場合の管理対象領域を職能的に編成すること，②個別の職能的対象

領域の管理活動に関して生ずることが予想される主要問題を析出すること，

③そうした諸問題を解決するために役立つであろうと考えられる会計データ

と統計データを提示すること，にある。再言すれば，同質とみなされる管理

活動を束ねて，それを各種の職能的領域として設定し，各領域のあいだに相

互依存の関係をとり結ぶことによって，階層的な管理組織と過程的な職能別

管理組織の枠組みを柵築する。そのうえで管理会計の初期的枠組みを形成す

ることになる。このように，Mckinseyの管理会計論は，管理会計概念の具

象化を志向する議論を展開している。それ以前にみられる諸論考の多くが計

算的概念や会計手続の精徴化の努力を積み重ねてきているのにたいし，

Mckinseyの場合は，経営組織とその管理に関して生ずる全般的問題の解明，

およびコントローラーやその職能的スタッフである会計担当者あるいは職業

会計士が貢献できる各種の管理職能で生ずると考えられる多様な経営問題に

関心をむけたのである。まさに，「管理会計がなにに貢献すべきか」を論じ

たものと解しうる(蝿)。それ故に，Mckinseyの議論は，その後の管理会計論

の展開に一定の方向性を与える基礎を提供したといえる。

管理職能の分析に基づいて管理会計論の再構築を企図するMckinseyの見
解は，管理会計の側に立ってみれば，問題解決的方法を強調していたといわ

なければならない。本譜では，経営組織の管理|Mj題を分類しているが，その

問題解決に有効な会計データと統計データを提供することが管理会計の主要

な任務と考えられていた。そのことから，管理会計は，問題解決の概念を基

礎に据えてそのうえに柵造化される枠組みをもつことになる。Mckinscyの

所説には，問題解決的思考が強く反映されていた。だが，問題解決プロセス

それ自体の分析，およびそれと意思決定プロセスや統制プロセスとの関係な

どは，その所説のなかで明確に定式化されることはなかった。そうした難点

は，経営管理組織を階層的視点から分析したことによって，結果的に，管理

職能論に特殊的な機能をもち込んでしまったことによるものと思われる。経

営管理論において，Mckinseyが示した論理から過程的論理へと展開するの
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